
附属明細書
\ 固定資産の取得、処分、減価償却費（「第87特定の償却資産の減価に係る会計処理」及び「第91資産除去債務に係る特定の除去費用等の会計処理」による損益外減価償却相当額も含む。）及び減損損失累
計額の明細

（単位：円）

資 産 の 種 類 期 首 残 高 当期増加額 当期減少額 期 末 残 高
減価償却累計額 減損損失累計額

差引当期末残高 摘要
当期償却額 当期損益内 当期損益外

建 物 841¶882¶388 98¶490¶913 2¶864¶001 937¶509¶300 196¶085¶263 59¶832¶461 14¶542¶097 14¶542¶097 0 726¶881¶940

構 築 物 25¶009¶177 15¶530¶174 0 40¶539¶351 8¶936¶191 2¶056¶965 0 0 0 31¶603¶160

有 形 固 定 資 産
（償却費損益内）

機 械 装 置 83¶298¶288 14¶666¶627 0 97¶964¶915 36¶378¶183 9¶081¶335 0 0 0 61¶586¶732

車 両 運 搬 具 1¶477¶908¶660 244¶033¶229 107¶598¶976 1¶614¶342¶913 813¶611¶047 194¶444¶923 0 0 0 800¶731¶866

\ 不要財産としての譲渡等を行った資産の種類、帳簿価額等の概要
（単位：円）

譲渡年度 資 産 名 称 種 類 譲渡時帳簿価額

平成22年度 東京国際センター八王子別館 建物 0

構築物 0

工具器具備品 492¶797

土地 145¶212¶000

箱根研修所 建物 183¶551¶889

構築物 8¶534¶276

機械装置 634¶528

土地 36¶896¶097

区分所有職員住宅（51戸）及び区分所有
保養所（３戸）

建物 80¶740¶043

土地 213¶829¶337

平成23年度 区分所有職員住宅（38戸） 建物 172¶118¶285

土地 204¶635¶284
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] 不要財産となった理由
独立行政法人の不要財産の国庫納付等を規定する独立行政法人通則法の一部を改正する法律

（平成22年法律第37号）の施行に伴い、中期計画等により、当該不要財産を売却処分する旨、決
定したため。

^ 国庫納付の方法
独立行政法人通則法第46条の２第２項に基づく譲渡収入による納付

_ 当該不要財産に係る譲渡収入の額
平成22年度売却物件 785¶355¶819円（税抜）
平成23年度売却物件 408¶106¶135円（税抜）
合計 1¶193¶461¶954円（税抜）

` 当該譲渡収入より控除した費用の額
平成22年度売却物件 27¶870¶198円（税抜）
平成23年度売却物件 13¶996¶183円（税抜）
合計 41¶866¶381円（税抜）

a 国庫納付の額及び納付年月日
平成22年度売却物件 757¶485¶621円、平成23年６月10日
平成23年度売却物件 394¶109¶952円、平成24年２月22日
合計 1¶151¶595¶573円

b 減資額
平成22年度売却物件 2¶705¶068¶809円
平成23年度売却物件 641¶681¶619円
合計 3¶346¶750¶428円

重要な債務負担行為
該当事項はありません。
重要な後発事象
該当事項はありません。

リース取引に関する事項
ファイナンス・リース取引が当期の損益に与える影響額は277¶198円であり、当該影響額を除いた

当期総利益は、24¶750¶428¶267円であります。
資産除去債務に関する事項
当機構は、本部ビルについて建物賃借契約を締結しており、賃借期間終了時に原状回復する義務を
有しているため、資産除去債務を計上しております。資産除去債務の見積りにあたり、使用見込期間
には契約期間を用い５年間、割引率は0•529％を採用しております。
前事業年度末において、会計基準適用に伴い資産除去債務に計上した金額は271¶316¶889円であり、
当事業年度末における資産除去債務残高は、上記金額271¶316¶889円と時の経過による資産除去債務の
調整額1¶435¶266円の合計272¶752¶155円であります。
不要財産の国庫納付等に関する事項
不要財産の国庫納付は、前事業年度及び当事業年度に譲渡を行った物件を、当事業年度に国庫納付
しており、その譲渡取引は、次のとおりであります。
また、いずれも、当該譲渡取引のうち、独立行政法人国際協力機構の業務運営並びに財務及び会計
に関する省令（平成15年９月30日外務省令第22号（平成22年11月26日最終改正））の第13条の２「譲渡
差額を損益計算上の損益に計上しない譲渡取引」の指定を受けた取引の譲渡差額、譲渡に要した費用
については、独立行政法人会計基準第99を適用し、損益計算上の損益には計上せず、資本剰余金を減
額しております。
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